
国語分科会における審議状況と今後の主な課題 

１．これまでの審議状況

（１）ローマ字使用の在り方についての審議

ローマ字については、昭和 29 年に現行のつづり方が制定されたが、70 年が経過し

た今日、時代に応じた整理を行うため、昨年５月に諮問を受け、ローマ字使用の在り

方について、審議を行ってきたところ。本年３月、社会実態を踏まえ、ヘボン式に基

づくつづり方を採用する方向で、今期の審議のまとめを取りまとめた。 
（参考） 

・訓令式：現行のつづり方の原則だが定着せず ・ヘボン式：社会生活に広く定着
 ARASIYAMA  KATURA ARASHIYAMA   KATSURA 

（２）言語資源の整備・活用の在り方についての審議

言語は、歴史と伝統の中で培われてきたものであり、これまでの在り方を振り返る

ことで、言語の変遷や往時の文化を把握することが可能となるもの。このような言語

の果たす意義に鑑み、また、生成 AI の基となる大規模言語モデルの精度を向上させる

上でも有用なことから、今後における日本語のデジタル言語資源の整備・活用の在り

方について、審議を行い、本年３月、報告を取りまとめた。 
（参考） 

・言語コーパス：書き言葉等を大量かつ体系的に収集の上、品詞情報等を付加した検索可能なデ
ータベース。言語研究、言語教育等に活用されている。代表的なものとして、国立国語研究所
における「現代書き言葉均衡コーパス」等がある。 

２．今後の課題

（１）ローマ字使用の在り方について

「ローマ字のつづり方」（昭和 29 年内閣告示）の改定を視野に関係各方面との調整

を行うとともに、語例等の見直しなど一部残された課題について検討し、答申案の取

りまとめに係る審議を進める。 

（２）言語資源の整備・活用の在り方について

「今後における日本語のデジタル言語資源の整備・活用の在り方」（報告）を踏まえ、

国立国語研究所の「現代書き言葉均衡コーパス」の拡充に向けて取組を推進するなど、

時代を超えて言葉が果たす意義を誰もが共感できるような言語データベースの構築を

図っていく。 
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著作権分科会における審議状況と今後の主な課題 

１．これまでの審議状況

 文化審議会著作権分科会において、著作権者不明等の場合における裁定に係る補償金の

額について、使用料部会を設置するとともに、DX 時代に対応した著作物の利用円滑化・権

利保護・適切な対価還元に係る基本政策や著作権法制度に関する専門的事項、著作権保護

に向けた国際的な対応の在り方について、政策小委員会を設置し、審議を行っている。そ

れぞれの審議状況については以下のとおりである。 

（１）使用料部会における審議状況について

著作権法に基づく文化庁長官による文化審議会への諮問事項である私的録画補償金

の額の認可及び著作権者不明等の場合における著作物等の利用に係る補償金の額につ

いて、審議等を行った。 

（２）政策小委員会における審議状況について

DX 時代におけるクリエイターへの適切な対価還元方策について、これまでに把握さ

れた分野ごとの課題や実態等を前提に論点を整理し、当該論点に係る著作権者、著作

隣接権者、デジタルプラットフォームサービス事業者や関係省庁等からのヒアリング

等を踏まえて審議を行った。 

特に、デジタルプラットフォームサービスにおけるアニメ等の映画の著作物を巡る

対価還元に関して、関係当事者からヒアリングの上、議論を行ったほか、音楽分野の

対価還元に係る課題のうち、レコード演奏・伝達権について関係者からの報告等を踏

まえて審議を行った。 

２．今後の課題

 引き続き検討が必要とされた課題を中心に、著作権政策・制度に関する諸課題について、

今後も検討を行う予定。 
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文化財分科会における審議状況と今後の主な課題 

１．これまでの審議状況

（１）第２４期文化審議会文化財分科会における答申状況

第２４期文化審議会文化財分科会（令和６年４月～）は、文化財保護法（昭和２５

年法律第２１４号）第１５３条の規定による審議会の権限に属する事項として、国宝・

重要文化財の指定等、登録文化財の登録等、文化財保存活用地域計画・文化財保存活

用計画の認定等、及び現状変更の許可等について調査審議を行い、下表のとおり２，

８００件の答申を得た。 

指定・選定等 １８９件 

国宝・重要文化財（建造物）の指定等 

・萬
まん

福
ぷく

寺
じ

 等 

１９件 

国宝・重要文化財（美術工芸品）の指定等 

・物
もの

語
がたり

下
した

絵
え

料
りょう

紙
し

金
こん

光
こう

明
みょう

経
きょう

巻
かん

第
だい

二
に

 等 

５８件 

重要無形文化財の指定及び保持者の認定 

・常
とき

磐
わ

津
ず

節
ぶし

浄
じょう

瑠
る

璃
り

 井
い

筒
づつ

泰
やす

弘
ひろ

 等 

７件 

重要有形民俗文化財の指定 

・長
なが

崎
さき

のかくれキリシタン信
しん

仰
こう

用
よう

具
ぐ

１件 

重要無形民俗文化財の指定等 

・瀧
たき

山
さん

寺
じ

鬼
おに

祭
まつ

り 等 

４件 

特別史跡名勝天然記念物・史跡名勝天然記念物の指定等 

・福
ふく

井
い

洞
どう

窟
くつ

 等 

８８件 

重要文化的景観の選定 

・大
おお

谷
や

の奇
き

岩
がん

群
ぐん

と採
さい

石
せき

産
さん

業
ぎょう

の文
ぶん

化
か

的
てき

景
けい

観
かん

 

１件 

重要伝統的建造物群保存地区の選定 

・佐
さ

渡
ど

市
し

小
お

木
ぎ

町
まち

伝
でん

統
とう

的
てき

建
けん

造
ぞう

物
ぶつ

群
ぐん

保
ほ

存
ぞん

地
ち

区
く

 等 

２件 

選定保存技術の選定及び保持者の認定等 

・屋
や

根
ね

瓦
がわら

製
せい

作
さ く

（琉
りゅう

球
きゅう

瓦
がわら

） 八
はち

幡
まん

昇
のぼる

 等 

９件 

登録・記録選択等 ４６３件 

登録有形文化財（建造物）の登録 

・中
なか

舘
だて

家
け

住
じゅう

宅
たく

主
おも

屋
や

 等 

４２２件 

登録有形文化財（建造物）の抹消 

・ 貞
じょう

照
しょう

寺
じ

鐘
しょう

楼
ろう

 等 

２５件 
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登録無形文化財の登録及び保持団体の認定 

・華
か

道
どう

 日
に

本
ほん

いけばな伝
でん

統
とう

文
ぶん

化
か

協
きょう

会
かい

 等 

２件 

登録有形民俗文化財の登録 

・利
と

根
ね

川
がわ

中
ちゅう

下
か

流
りゅう

域
いき

の川
かわ

船
ぶね

及
およ

び関
かん

連
れん

用
よう

具
ぐ

１件 

登録無形民俗文化財の登録 

・大
おお

館
だて

のとんぶり製
せい

造
ぞう

技
ぎ

術
じゅつ

 等 

２件 

登録記念物の登録 

・菊
きく

池
ち

海
かい

荘
そう

宅
たく

跡
あと

 等 

７件 

記録作成等の措置を講ずべき無形の民俗文化財の選択 

・丹
た

波
ば

山
やま

のお松
まつ

引
ひ

き 等 

４件 

現状変更等 ２，０６２件 

重要文化財（建造物）の現状変更の許可 ８件 

重要文化財（美術工芸品）の現状変更の許可 ４件 

史跡名勝天然記念物の現状変更の許可 ２，０４４件 

重要文化財（美術工芸品）の買取り ５件 

重要美術品の認定の取消し １件 

文化財保存活用地域計画・重要文化財等保存活用計画 ８６件 

文化財保存活用地域計画の認定 ５６件 

重要文化財（建造物）の保存活用計画の認定 ９件 

重要文化財（美術工芸品）の保存活用計画の認定 ２件 

史跡名勝天然記念物の保存活用計画の認定 １８件 

登録有形文化財（建造物）の保存活用計画の認定 １件 

総計 ２，８００件 

（２）第２４期文化審議会文化財分科会における報告状況

『これからの埋蔵文化財保護の在り方について（第一次報告書）』に基づき、令和６

年８月１日に第二期リスト搭載遺跡として２３遺跡を、令和７年１月１６日には第三

期リスト搭載遺跡として３遺跡をとりまとめた。 

また、同報告に基づき、令和６年８月１６日に「近世・近代の埋蔵文化財保護につ

いて（報告）」をとりまとめた。 

２．今後の課題

（１）第２５期文化審議会文化財分科会での対応

来期も引き続き、国宝・重要文化財の指定等に係る調査審議を行う。

来期も引き続き、『これからの埋蔵文化財保護の在り方について（第一次報告書）』

に基づき、「指定相当の埋蔵文化財」の第四期以降のリスト化に係る調査審議を行う。 
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文化政策部会における審議状況と今後の主な課題 

１．これまでの審議状況

（１）文化芸術推進基本計画（第２期）の策定

文化政策部会は、令和４年６月に「新時代に求められる文化芸術に関する施策の総

合的かつ計画的な推進方策について－「文化芸術推進基本計画（第２期）」の策定に向

けて－」の諮問を受け、令和５年２月には答申案をとりまとめ、同年３月には「文化

芸術振興基本計画（第２期）」が策定された。 

（２）文化芸術推進基本計画（第２期）の中間評価のための指標の設定

第２期計画では、中間年度（令和７年度）の終了後に中間評価を実施することとし、

中間評価の際の指標については、第１期計画において「進捗状況を把握するための指

標」として掲げられたもののうち、第２期計画の進捗を把握するために継続して参照

することが望ましいと考えられるものについては引き続き活用するとともに、新たな

指標も積極的に活用することとし、その精選を文化審議会文化政策部会を中心に行う

こととするとされた。 

これを受け、有識者による専門的な検討を経て、「文化芸術推進基本計画（第２期）

（令和５年３月 24 日閣議決定）の進捗を把握するために活用する指標」をとりまと

めた。 

（３）進捗を把握するための指標の概要

指標は、計画期間内（令和５～９年度の５年間）において実施する施策群を含む政

策の評価・検証を行うため、「第２期計画における重点取組」（６項目）を対象に、16

の目標を設定し、各目標ごとにその進捗を評価するための指標、指標の出典となる調

査等を定めた。

２．今後の課題

評価・検証する際には、個々の指標のみではなく、関係団体・有識者等からの聞き

取りなどによる定性的評価を含めて進捗状況全体を適切に把握することが重要であり、

今般定めた指標において、「定性評価の観点」を設けていることからこれらの具体化、

更には中間評価に向けた評価方法の検討を進める。 
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美術品補償制度部会における審議状況と今後の主な課題 

１．これまでの審議状況 

（１）第１４期美術品補償制度部会における答申状況について

美術品補償制度部会は、展覧会における美術品損害の補償に関する法律（平成 23 年

法律第 17 号。以下「美術品補償法」という。）第 12 条第２項の規定により審議会の権

限に属せられた事項として、展覧会のために借り受けた美術品の損害を政府が補償する

契約「以下「補償契約」という。」を展覧会の主催者と締結することについての適否を審

議している。 

今期は申請のあった展覧会４件（下表参照）について、補償契約を締結することが適

当である旨の答申を行った。 

No. 展覧会名 主催者名 開催施設（開催期間） 

１ カナレットとヴェネツィアの輝

き展 

静岡県立美術館、ＳＯＭＰＯ美術

館、京都文化博物館、山口県立

美術館、株式会社毎日新聞社 

静岡県立美術館 

令和 6 年７月２７日～令和 6 年 9 月２９日 

SOMPO 美術館 

令和 6 年１０月１２日～令和 6 年１２月２８日 

京都文化博物館 

令和７年２月１５日～令和７年４月１３日 

山口県立美術館 

令和７年４月２４日～令和７年６月２２日 

２ ルイーズ・ブルジョワ展

地獄から帰ってきたところ 

言っとくけど、素晴らしかった

わ 

森美術館 森美術館 

令和６年９月２５日～令和７年 1 月１９日 

３ モネ 睡蓮のとき 国立西洋美術館、京都市、豊田

市美術館、日本テレビ放送網株

式会社 

国立西洋美術館 

令和６年１０月５日～令和７年２月１１日 

京都市美術館 

令和７年３月７日～令和７年６月８日 

豊田市美術館 

令和７年６月２１日～令和７年９月１５日 

４ ミロ展 東京都美術館、株式会社朝日新

聞社 

東京都美術館    

令和７年３月１日～令和７年７月６日 
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（２）近年の傾向について

コロナによる影響は脱したものの、原油価格の高騰によって輸送コストが上がり、海

外からの輸入展示を見送ったり縮小する美術館もあり、申請数は低調傾向にある。 

２．今後の課題  

本法律の運用状況、社会経済情勢の変化等を勘案し、国民が美術品を鑑賞する機会の

一層の拡大を図る観点から、引き続き補償契約の締結の適否に関する個別審議を行う。 
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１．これまでの審議状況 

２．今後の課題 

 

世界文化遺産部会における審議状況と今後の主な課題 

〇 世界遺産条約に基づく「世界遺産一覧表」への推薦を希望する案

件として、推薦書素案の提出があった「飛鳥・藤原の宮都」について

調査審議を行った結果、推薦候補として選定することを答申した。 

また、選定された「飛鳥・藤原の宮都」については、推薦書案を審

議し、日本政府から推薦されることについて文化審議会として了承し

た。

〇 引き続き、世界遺産条約の実施に関する事項について調査審議

を行う予定。 
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１．これまでの審議状況 

２．今後の課題 

３．参考 

無形文化遺産部会における審議状況と今後の主な課題 

〇令和６年度の無形文化遺産提案候補について、「書道」を選定した。 

〇引き続き、無形文化遺産保護条約の実施に関する事項について審

議を行う予定。 

〇本部会で令和５年度に提案候補として選定した拡張提案の３件は、 

令和７年１２月に開催される第２０回無形文化遺産保護条約政府

間委員会において登録審議がなされる。 

（拡張提案案件） 

・「和紙：日本の手漉和紙技術」

・「山・鉾・屋台行事」

・「伝統建築工匠の技：木造建造物を受け継ぐための伝統技術」

〇「書道」については、令和８年11～12月頃に審議となる可能性

が高い。 
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文化経済部会における審議状況と今後の主な課題 

１．これまでの審議状況 

文化と経済の好循環を実現するために必要な施策について、「文化芸術へ資金が流れる方法」、

「場の活性化」、「人材」の３つの論点で議論を重ね、来期の議論につなげるための報告書を取りま

とめた。部会の下には２つのワーキンググループを設置。アート振興ワーキンググループでは、国内

美術館のあるべき姿について検討し、報告書を取りまとめた。建築文化ワーキンググループでは、建

築物や街並みにおける文化的のみならず経済的価値を見出し、自律的かつ持続的に維持・活用・

創造されるエコサイクルを作り出すために必要な事項について検討を行った。併せて部会の論点の

１つである「場の活性化」に焦点をあてたシンポジウムを実施した。 

＜文化経済部会シンポジウム＞ 令和７年２月１８日  

「文化からの地方創生-能登震災と地域における文化資産の活用-」 

＜報告書＞ 

・第４期文化経済部会報告書～文化芸術活動の第二の創造的循環の検討に向けて～

・アート振興ワーキンググループ報告書「我が国における理想の美術館像について」

２．今後の課題 

令和７年度は主に下記について議論する予定。 

①文化芸術へ資金が流れる方法

・文化芸術カウンシル機能の設計、創造

・寄附税制等の既存制度の活用

②場の活性化

・建築文化振興

③文化芸術活動の第二の創造的循環

・文化芸術のグローバル展開

・文化芸術の価値づけ（ブランディング）
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文化施設部会における審議状況と今後の主な課題 

１． これまでの審議状況  

○ 社会状況の変化により文化施設の直面する課題を整理し、今後の方向性等につ

いて議論するとともに、文化施設の多角的取組に関する好事例を踏まえ、文化施

設の振興に関する事項について審議を行った。

・第 1 回（令和 7 年 1 月 9 日）

（1）部会長の選任等

（2）運営規則、公開規則の決定

（3）博物館 WG、劇場・音楽堂等 WG の設置について

（4）文化施設に関する検討について

・第 2 回（令和 7 年 3 月 13 日）

（1）文化施設に関する検討について

（2）その他

２．今後の課題  

○ 社会の変化の下での文化施設の在り方について

○ 「博物館の設置及び運営上の望ましい基準」（平成２３年文部科学省告示第１６

５号）や、コレクションマネジメント等の検討を含む博物館の機能強化について

○ 「劇場・音楽堂等の事業の活性化のための取組に関する指針」（平成２５年文部

科学省告示第６０号）等の検討を含む劇場・音楽堂等への支援の在り方について
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	加えて、民間企業等の諸組織からは、資金提供だけではなく組織経営のアドバイスやサポートも可能になるであろう。そうした際、経営面や金融面のサポートだけでなく、文化芸術の各専門分野の状況を熟知してアドバイス・サポートできる人材が必要で、そのような人材を各分野で育成するべきである。文化芸術団体の運営力強化を図るネイションワイドな機能の構築を、民間と連携して積極的に推進する必要がある。
	<寄附に関する制度の整備＞
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	さらに、企業版ふるさと納税に関し、人材派遣型という制度も設定されており 、多くの公立美術館で課題である広報担当者等として活用ができるのではないかと思われる。公立美術館では、非学芸員の直接的登用が制度的に難しいが、この制度をうまく活用すれば、経験のある民間企業の広報担当者に協力してもらえる可能性がある。
	他方、自治体においては観光と文化の間の資金還流の仕組みを構築すべきである。近年ではインバウンド観光客が増えているので、宿泊税を導入する自治体11F が増えている。宿泊税は地方自治体の法定外目的税であり、当該目的にしか使えない税であるところ、その目的が観光振興になっている。しかし、観光客が来る理由の１つに文化がある以上、当該税を財源として文化振興に補助金を出せる仕組みがあるべきである。
	文化庁「文化芸術団体寄附税制ハンドブック」（文化庁ホームページにて令和７年度公開予定）
	＜バックオフィスの共同化と組織経営上の課題解決＞
	文化芸術団体の財務面での支援においては、資金、ローンの提供だけでなく、組織マネジメントに関するアドバイス、サポートも必要である。これは、一般のコンサルタントや金融機関では難しく、文化芸術の各専門分野の状況を熟知した上で、アドバイス、サポートのできる人材を充てる必要がある。しかし、文化芸術団体には小規模な組織も多く、自前ではそうした人材は機能の確保が難しい。したがって、それらの文化芸術団体を横につなぐ仕方でバックオフィス機能12F の共同化が求められる。
	しかし、バックヤード的な機能の共同化について、文化芸術団体の業務がまるで標準化できていないという指摘もある。標準化していないものは事業者間で共同化できず、共同化できないものはデジタル化もできない。このような現状は改善していく必要があるが、現状では、小規模な文化芸術団体にそうした標準化を自力で進めることを求めることはできず、結局は何も変わらないことになってしまう。
	そうした中で、今日、バックオフィスを担うBPO13F と呼ばれるサービス事業が伸びており、経理、労務の領域では、士業事務所系から非士業事務所系まで幅広くアウトソーシング事業者が登場している。この動きには、DX化の進展で紙の書類でその場でやらなければならなかった作業が、遠隔でも処理可能になったことも影響している。したがって、こうした流れに対応し、文化芸術団体のバックヤードの機能のDX化を迅速に進め、BPOとの接続を可能にすることも、前述の課題を解決する一助となろう。
	したがって、バックオフィス共同化については、アウトソーシング事業のような既存のビジネスも視野に入れた方策が必要である。例えば、既存の会計士や税理士を使うのであれば、一定の補助金が得られる仕組みを整備し、文化芸術団体が積極的にそれらの機能を外部化するよう促す施策も考えられる。
	＜プラットフォーム作りとアクセラレーター育成＞
	以上の取り組みを促進するためにも、全国規模で文化芸術団体の資金循環の基盤となるプラットフォーム作りが必要である。したがって、文化的アクセラレーター14F の育成・創設という課題への対応を視野に、第１期報告書にもある文化芸術カウンシル機能の確立・強化に目指した取り組みを推進する必要がある。また、そうしたカウンシル機能が実働する際、社会的・芸術的インパクト測定も不可欠となることから、方法論の開発や開発・運営を行えるような形でのカウンシル機能の設計を行うべきであろう。
	今年度においては、第２回部会において、英国のArts Impact Fund15F の紹介及び我が国における文化芸術団体の支援を目的としたファンド設立（案）が下図のとおり提唱された。我が国において、当該機能を担うことができるのは日本芸術文化振興会（芸文振）ではないかという意見もあるが、他方で現状では芸文振は下図でいうところのファンド機能を十分に有しているとは言えないとの指摘もある。基金運用上の制約も含め、現状の問題点を洗い出しつつ、同振興会の機能強化に向けての様々な検討が今後の課題の一つとなるであろう。
	【論点２】場の活性化の課題
	＜建築物に対する規制・補助金行政の見直し＞
	場の活性化には、文化財をめぐる既存の規制の緩和や弾力的な運用に道を開くことがきわめて重要である。「建築文化振興」を掲げ、本部会が目指してきた２つの循環という考え方に従って、文化財保護法や建築基準法等、各省庁で乗れるものを集めつつ、それらをより弾力的に運用できることを可能にし、補助金のみならず規制緩和や運用で変えられる部分を迅速に拡大させていくことが必要不可欠となる。
	なぜならば、現状では、文化財行政や補助金行政自体が、第一の循環と第二の循環が結びついて場が活性化させていくのを阻害している場合があるからである。税制も含め、場を活性化させる建築文化振興や制度の提言を早期にまとめるべきである。
	なかでも、住宅地の中に歴史的建築物があっても、現行制度では収益事業がなかなかできないという障壁がある。保護と活用には適切なバランスがあり、保護しつつ積極的に活用して一定の収益をあげることは可能であり、実例もある。それらの実例を参考に、新しい活用のための仕組みを早急に検討していく必要がある。
	その際、重要なのは、既に文化財として指定されているものにまで含めて活用の可能性を広げていくことである。この指定文化財の活用に関しては、文化庁に提出しなければいけない保存活用計画16F が活用への道を阻害している場合もある。自走できる活用を目的とするなら、保存活用計画の柔軟化を行政が率先して進めるべきであろう。文化と経済の好循環を可能にするためには、文化財に指定されている建築物まで含めて活用のフレキシビリティを拡大させていく必要がある。
	＜大都市と地方で異なる建築活用施策＞
	その際、東京のような都会にあるビルや住宅と、地方部にある古民家では異なる発想で規制緩和を進めなければならない。概して言うなら、都会であるほど取得費と税の負担が課題となり、地方であるほど改修費の負担が課題となる。
	都会の課題としては相続税や固定資産税の扱いが重要である。また、住宅街の中に活用を進める建築物がある際、観光客が殺到したら近隣との間に摩擦が生じるリスクもある。他方、地方の課題としては、人口減少の中で建築物をどうやって守っていくかが課題である。相続した所有者が建築物をそもそも管理できるのかという困難な状況に直面している。それらの建築物は公有化も視野に入れるべきであろうが、そうすると建物の維持管理が自治体の負担となり、問題の抜本的な解決にはなっていない。
	したがって、行政的な施策としても一方的に規制緩和ではなく、地域の文化的環境を守る細心の配慮が不可欠である。建築文化という括りをする際、文化財的なものとそれ以外のものを峻別するのではなく、それらの異なる建築の協働や規制の強化と緩和のバランスを図っていかなければならない。そのためには、単一のガイドラインではなく、文化財が立地する地域に応じて階層化された施策が必要となる。都会と地方の双方が同時に文化を通じて活性化していく仕組みが必要である。
	＜地域特性に応じた税制と自治体の役割＞
	本部会が推進しようとする文化と経済の好循環は、保存と活用の好循環と表裏の関係にある。その際、重要なことに、イニシャルコストをバックアップするための施策17F がある。解体の危機に瀕する歴史的建築物を救済し、それらの建築物の改修をしようとする際、補助金よりも投資減税のほうが有効に機能する場合がある。個人住宅の場合、これを事業用資産に変えると固定資産税が高くなるため、例えば５年程度収益が上がるまでは住宅並みの課税で据え置くといった海外では取り入れられている施策もある。これらの施策を具体的に検討し、国の...
	とりわけ相続税や固定資産税に関しては、文化的な施設等、公益の事由に即する施設であれば、不均一課税18F という制度があるので、各自治体の判断で軽減する施策を後押しするべきであろう。とはいえ、そうした施策は全国的に実施するとなると杓子定規になりがちであるため、各自治体の自治に任せる方が良い。
	こうした面でも、文化と経済の好循環を地域特性に応じて直接推進していくのはそれぞれの自治体である。そして、各自治体の文化施策は、自治体景観条例であれ、都市計画であれ、まちづくりに直接関わるものとなっている。さらに、古民家活用であれ、ビルの再利用であれ、どう活用するかに知恵を絞るのには自治体と住民の話合いも不可欠であり、文化と経済の好循環にとって自治体の役割はきわめて大きい。
	しかし現状では、伝統的建造物群保存地区での不均一課税条例の制定が可能であるにもかかわらず、そうした方向に多くの自治体が動くには至っていない。地方税法では、伝統的建造物の土地については2分の1以内で軽減できるとあり、この規定をどう活用するかは自治体のイニシアチブによる。文化と経済の好循環を進めるには、この方向で自治体が課税条例の制定を進め、株式会社等が運営している文化芸術関連施設に関して固定資産税を軽減できるといった手法も検討に値する。
	＜具体的な活用モデルの開発＞
	建築物についての具体的な活用モデルとしては、ホテルやカフェ等での活用以外に、ミュージアムとの連携プロジェクト、舞台芸術等の分野での活用がすでに実施されている。さらに、公的機関が預かって民間の文化芸術団体が活用を通じてブランディングをし、やがて民と官が協働してその施設を運営していくことも考えられる。
	他方、公共建築は、目的外で使用するための制限がかかっているが、その制度が決められた当時と現在ではまったく環境が異なってきている。現状では、時代状況がまったく変化しているのに、制度だけがかつてのまま生き残っており、それが活用にとって大きな足かせとなっている。このような足かせを外していく必要がある。
	＜建築文化WGの設置と議論の進捗＞
	以上の部会での検討を具体で推進するものとして、令和６年10月に文化経済部会のもとに建築文化WGを設置した。同WGでは、建築が文化として社会に共有されるために目指すべき姿と国が取り組むべき方策を明確にし、建築物や街並みの文化的・経済的価値を見出し、自律的かつ持続的に継承・活用・創造されるエコサイクルの創出を目的としている。
	本年度は、「社会全体の理解や意識醸成の機会」、「継承と創造を担う人材の育成、拠点形成」、「継承と創造を後押しする新技術の開発と市場開拓」「推進のための制度的枠組における論点と取組案」について包括的な議論を行った上で、制度的枠組の一つである継承に向けた計画策定について、所有者の視点や状況を踏まえながら、価値創造、維持管理・活用、資金計画を立案するための検討を進めている。同ワーキンググループでは、引き続き制度的枠組における個別の議論を進め、令和７年夏頃の取りまとめを目指している。
	建築文化WG第３回資料より
	とりわけ本年度の審議の結果、関係者のオープンなネットワークを形成しつつ官民連携の取組を推進し、建築文化振興の結節点として国立近現代建築資料館を段階的に機能強化し、建築文化振興センターに発展させるべきとの方向で一致している。
	＜第２回文化経済部会シンポジウムの開催＞
	文化芸術が育つための場づくりにおいては、地域固有の課題もあり、地方公共団体との連携が重要であることは言うまでもない。「プロデューサー」、「行政」、「プレイヤー」といったレイヤー毎の特性に鑑みた上で今後の議論を進めていく必要がある。そこで、第２回文化経済部会シンポジウムにおいては、「場の活性化」をテーマに、上述の「プロデューサー」、「行政」、「プレイヤー」の立場の登壇者を招いて議論を行った。
	登壇者の１人で、プロデューサーの立場である株式会社デキタの時岡氏のキーワードは「中間支援組織の充実」と「多業化」であった。地域に入り込み、持続可能な事業を興すためには、チャレンジングな実業家を支援する中小企業の存在が重要であり、また、都市部と比べて企業数の少ない地方では、自社において幅広な事業を展開することが必須でもある。こういった現況に対処するためには、勤怠管理アプリの導入等、総務業務の簡素化を図る共通システム導入等が鍵になるとも言え、ここでもバックオフィスの共同化等、「人材」の論点が非常に密接...
	同シンポジウムでは、大洲市役所の村中氏より大洲市が取り組んだ官民連携での歴史的建造物を活用したまちづくりの事例が紹介され、文化を起点とした地方創生の可能性が示唆された。一方、プレイヤーの立場である人形作家/巫女の大島氏より、移住のきっかけが富山県南砺市が育む彫刻文化であることも紹介され、若い世代を呼び込むために文化資源が有効であることも示唆されている。
	第２回文化経済部会シンポジウム　大洲市役所村中氏発表資料より
	＜文化審議会文化施設部会の創設と連携＞
	令和6年度には、文化審議会博物館部会を発展的に改組する形で、文化施設部会が設置され、令和7年1月に第１回、３月に第２回が開催された。これは、博物館・美術館や劇場・音楽堂等のような文化施設について、今後のあり方や機能を議論することを目的に設置されたものである。部会では、文化施設において行われる文化的活動をいかに支えるかという観点のほか、文化施設が直面する社会的課題を踏まえ、文化施設がどのようにあるべきかといった観点の議論を行うものである。
	また、議論の対象をいわゆる文化施設に留めず、図書館や公民館、さらに広くは古民家や酒蔵等の諸施設についても、文化的活動を行い得る場として視野に含めた検討を行うこととなっている。こうした議論は、文化経済部会で検討してきた場の活性化の一環としての意味合いも有し、今後、両部会の有効な連携を図っていく。
	＜社会実装へのステップ＞
	今後、人の営みが伴う建築物・まち並みの継承 ・創造が進むように、引続きWGでの議論を深め、社会実装に至る取組を強化する。そのためにも、現状は、まずは体制整備と実証的取組の段階である。すなわち、場の活性化の諸施策のための拠点として、国立近現代建築資料館の機能強化を進め、結節点としての取組を推進するべきである。また、シンポジウムでも論じられたように、各地に実証的取組となる実例が多数存在しており、そこからさらなる具体的取組も進める。具体的には、既に実証的ケースとも言えるものとして、文化芸術の自律的・持続...
	＜文化芸術カウンシル機能検討ＷＧ報告書のフォローアップ＞
	令和４年度の文化芸術機能カウンシル機能検討ＷＧ報告書では、文化芸術団体の自律的・持続的発展に資する支援について、現状の課題を整理するとともに、改善の方向性として、「文化芸術団体の情報の集約化・可視化」、「評価」、「伴走型支援」、「補助金の配分方法の見直し」が挙げられた。
	このWG報告書の指摘を受け、本部会としても、補助金の申請手続きと文化芸術団体の網羅的な情報把握をシステム上で連動させる必要があることを強調しておきたい。このために例えば、文化芸術団体からの補助金申請時での情報システムへの登録の要件化などがあげられる。このような仕組みは、すでに学術領域では日本学術振興会（JSPS）の科学研究費補助金に関する手続きやデータ蓄積の仕組みとして確立しており、文化芸術領域についても日本芸術文化振興会（JAC）が中心となって、文化庁と協力しながら導入することが求められる。その...
	文化芸術団体による活用を目指した自己評価のための標準フォーマットについては、文化庁「文化芸術のデジタル基盤強化・活用促進事業」で、調査研究が緒に就いたところである。こうした文化芸術団体が活用できるような、文化芸術活動に関する情報収集手法の構築の必要性も認識されている。このように文化庁と日本芸術文化振興会の役割分担を明確にしつつ、情報システムの開発と共有化を進め、実績と評価に関する情報も公開可能な形で蓄積できるようにしていくべきであろう。
	文化芸術団体の組織・事業運営に関しては、各種専門家等による伴走型支援19F という考え方のもと、支援体制の整備がマネジメントの面から進められなければならない。この伴走型支援については、二つに分類して考えることができる。一つは、アーツカウンシル・イングランドでおこなわれているような、公的機関での助成配分に紐づく支援であり、もう一つは、中間支援を担う、民間を含めた多様な形態の組織が文化芸術団体の組織基盤強化・運営改善に直接コミットする支援である。
	我が国における伴走型支援のあり方については、文化庁「文化芸術団体の自律的・持続的運営促進事業」において検討が進められており、今後とくに議論を深めていく必要がある。この時、各文化芸術団体による助成金申請などの業務をバックアップするようなバックオフィス機能の整備についても引き続き議論するべきであろう。
	このように、①我が国の文化芸術活動に関する情報の網羅的な収集と標準化、②各文化芸術団体への伴走型支援にかかる組織体制の機能強化、③補助金の付与だけでなく、それらの団体の文化芸術活動が経済との好循環のなかで長期的に持続可能となる仕組みの構築は、相互に支え合う我が国の文化芸術振興の3本の矢とならなければならない。
	このため、文化芸術カウンシルＷＧの報告書であげられた課題は、関連しあう一連の事項として継続検討すべきである。すなわち、「文化芸術団体の情報の集約と可視化」を必須としつつ、「伴走型支援」により関連組織の機能や関係性の強化をはかり、「文化芸術団体への補助金の配分方法」の改善と評価手法の確立などをつうじて、「文化芸術の社会的価値・経済的価値の可視化」にも努め、「文化芸術活動の創造的循環の実現」を目指す。これらを我が国の文化芸術振興の基盤整備ととらえ、重点的に強化することにより、着実な政策形成と推進につな...
	＜アート振興WGにおける議論とその結論＞
	本年度、アート振興WGでは、国内美術館のあるべき姿について検討し、理想の美術館像を描き出すとともに、その実装に向けた方向を提示した。すなわち、我が国におけるアートの持続的な発展を支えるシステム（アート・エコシステム）20F の中心であるべき美術館の役割や在り方の再構築を促し、今後のアートの振興並びに美術館政策の方向性を示すことが目的である。その際、アート振興ＷＧは、「理想の美術館」に求められるポイントとして①明確なミッション、ビジョンバリューの定義付け（再定義）、②組織構造の設計（再設計）、③財務...
	美術館の対象ジャンルの多様化（国立）のイメージ　（アート振興ワーキンググループ報告書より）21F
	美術館の対象ジャンルの多様化（地方自治体立）のイメージ　（アート振興ワーキンググループ報告書より）22F
	アート振興WGにおける議論で特筆しておきたいのは、美術館の対象ジャンルの多様化の論議である。従来の美術（fine arts）を中心にしたジャンルに加え、我が国からグローバルに価値を強力に発信できる建築・デザイン（プロダクト､グラフィック､ファッションなど）・工芸（伝統工芸､民藝など）を含め、さらにはマンガ・アニメーションなどのヴィジュアル・カルチャー全般も考慮することで、日本の多様な文化芸術を包括的・俯瞰的な視点から再考し、我が国の「美術館」が対象とする文化芸術のジャンルの多様化・多角化を目指すこ...
	以上の検討は、我が国におけるアートの持続的な振興を図る視点から美術館の機能強化を図ろうとするものであるが、その主となる視点は国立館を含めた我が国の美術館の組織マネジメント等を如何に向上するかという視点に基づくものでもある。
	同時に、このアート振興WGの検討は、美術館を主な対象としているものの、博物館全般、あるいは劇場・音楽堂等についても普遍性のある部分も少なくない。こうした点は、文化施設部会の下で博物館WGや劇場・音楽堂等WGも開催されていることから、そうした場や関係者にも成果を共有し、適切な場で議論を共有すべきである。
	※各地域の美術館にあっては、対象ジャンルの多様化、組織の多様化・多角化。収入構造の多角化に加え、誰もが文化芸術に関わりを持ち、協働的活動によって新たな価値を創造できる、地域コミュニティに開かれた場（文化的コモンズ）としての観点が重要であり、「日本国内の多様な魅力・特徴を活かした美術館」を想定し、近隣地域における他の領域を扱う館と相互に連携できる関係づくりや、博物館コンプレックスのなかの美術館（部門）のように現行の規模以上の組織づくりをしていくことが必要であるとしている。
	組織の多様化・多角化のイメージ（例示）　（アート振興ワーキンググループ報告書より）
	より広い文脈で現状を捉えるならば、博物館法が改正され、国際博物館会議（ICOM）においても「ミュージアムの定義」が更新されたことなどを受け、従来の美術的価値の向上に資する活動に加えて、アクセシビリティ、サステナビリティ、コミュニティなどを意識した社会的機能も充実させることが求められている。そのためには美術館が学芸員と事務職だけでなく、多様な専門性を持った総合的な組織であらねばならず、専門家やコミュニティとの連携も強化する必要がある。
	美術館の収入構造の多角化のイメージ　（例示）（アート振興ワーキンググループ報告書より）
	以上のことは、すでに述べてきた「文化芸術団体に資金が循環する方法」と密接に連関している。すなわち、公的資金（運営費交付金など）に依存するだけでは、上記のような多様化・多角化は困難であり、十分な発展は望めない。入場料収入の増収のほかにも、事業収入の多様化、民間からの寄附受け入れ増（法人寄附、個人寄附ともに）など、収入のポートフォリオを多様化するとともに、財政基盤の強化につながる公的資金の新たな算定の仕組みを設置者とともに構築することで、よりサステナブルな運営を目指す必要がある。
	結論として、アート振興WGの検討を通じ、我が国の美術館の在り方を根本的に見直す時期を迎えていることが浮き彫りになった。すなわち、公的な美術館は共通して「３つの多様化・多角化（対象ジャンルの多様化／組織の多様化・多角化／収入構造の多角化）」に取り組み、先ずは我が国の美術館をグローバルスタンダードにあわせていくべきである。
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